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様式第３号（第５の６（１）③関係）

（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

再生可能エネルギー等導入推進事業

地域資源活用詳細調査事業

公共施設再生可能エネルギー等導入事業

民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

風力・地熱発電事業等導入支援事業

※事業計画書を提出する年度以外の年度は、執行済額又は執行見込額を記載する。
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10,164

伊藤　智 温暖化対策統括本部調整課

平成25年度

4,494

平成26年度 平成27年度

85 85

合計

4,664

所在地

都道府県等の名称
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神奈川県横浜市中区港町１－１

横浜市

合計

氏名 所属部局・役職名等

ＴＥＬ ＦＡＸ メールアドレス

045-671-2623 045-663-5110 on-chosei@city.yokohama.lg.jp

事業計画作成担当者



（事業計画の概要）

前年度設置
に係る分

当該年度設
置に係る分

合計
前年度以前
設置に係る分

当該年度設
置に係る分

合計

0 0 10 10 10 31 41 41

0 0 6,000 6,000 75,000 92,490 167,490 173,490

0 0 2.3 2.3 2.3 7.2 9.5 9.5

(0/427) (0/430) （10/430） （10/430） （10/430） （31/433） （41/433） （43/433）

0 0 3.2 3.2 39.4 48.6 88 91.2

0 0 115 115 115 315 430 430

0 0 400 400 400 1,240 1,640 1,640

H27

合計

施設数（か所）【参考指標】

H25項目

H26
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成果目標

②公共施設再生可能エネルギー等導入事業

横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金計画の名称

事業の実施期間

[目標引き上げ]
　・二酸化炭素削減効果（ｔ-CO2)
　　※東京電力の最新の二酸化炭素排出係数（実排出係数）を採用
　　　（平成23年度 0.464 kg-CO2/kWh→平成24年度 0.525 kg-CO2/kWh）
　・蓄電池容量（ｋWｈ）

[目標引き下げ]
　・導入した再生可能エネルギー等による発電量（kWh）
　・特別避難場所における再生可能エネルギー設備等の普及率（％）
　・再エネ設備等を導入した特別避難場所の受入可能要援護者数（人）
　・施設数（か所）

再エネ設備等を導入した
特別避難場所の受入可能

要援護者数（人）

特別避難場所における
再生可能エネルギー設備等の

普及率 （％）

平成25年度から平成27年度

二酸化炭素削減効果
（ｔ-CO2)

蓄電池容量　（ｋWｈ）
【参考指標】

導入した再生可能エネルギー
等による発電量　（ｋWｈ）

変更を要する事業

変更の概要

１　変更計画の内容
　(1) 導入予定施設数の減　（43施設から41施設に変更）
　(2) 導入予定太陽光発電設備容量の減　（335ｋWから303ｋWに変更）
　(3) 導入予定蓄電池設備容量の増　（258kWhから430kWhに変更）
　(4) 高効率照明導入の一時保留
　(5) 再生可能エネルギー等設備導入の時期の変更　（平成26年度工事完了予定施設を20施設から10施設に変更）

２　変更の理由、変更に至った経緯
　(1) 事業単価の精査（1-(1)、1-(2)、1-(4)）
　　　H25年度に基金外事業として実施した再生可能エネルギー等導入工事(太陽光＋蓄電池)の実績と、消費税率(3%増)及び労務単価の引き上げ(7%、国交省通知より)などの要因から、
　　太陽光発電設備及び蓄電池設備の導入にかかる予算額を再度算定したところ、平成25年度GND基金事業計画書を作成した当初の想定を上回る金額となった。
　　　地域の防災性向上の実現という当初計画の目的を維持しつつ事業費を調整するため、高効率照明の導入を保留するとともに、太陽光発電の設備容量の調整、事業実施する施設数の調整を行う。
　　　なお、高効率照明については、引き続き執行状況を精査しながら、一部施設での導入を検討していく。
　(2) 地域の防災性向上の重視（1-(3)）
　　　公設施設への導入を施設管理者や施設所管部署と検討・調整する中で、防災性向上のため、より安定的・継続的に発災時に特別避難場所を運営できるようにする要望があった。
　　　これを受け、いっそうの防災性向上を図るため、１施設あたりの蓄電池容量を増加する。
　(3) 太陽光パネルの市況に応じての修正（1-(5)）
　　　太陽光発電パネルの調達等にかかる期間を複数事業者に確認したところ、平成25年度GND基金事業計画書を作成した当初の想定より納期が長くなっていることが判明した。
　　　これに対応して工事期間等を調整し直したため、H26年度中に工事完了となる施設数が減じる。



基金充当額 単独費 基金充当額 単独費

1
横浜市再生可能エ
ネルギー等導入推
進基金事業

地域資源活用詳細調査事
業

4,827 4,827 0 横浜市 ―
公設特別避難場所38か所
の導入検討調査及び
評価委員会の開催

― ― ― 4,664 4,664 0 横浜市 ―
公設特別避難場所38か所
の導入検討調査及び
評価委員会の開催

― ― ―

2
横浜市再生可能エ
ネルギー等導入推
進基金事業

公共施設再生可能エネル
ギー等導入事業

568,759 568,759 0 横浜市
社会福祉
施設等

公共施設再生可能エネル
ギー等導入事業

285,000 132.2 38 566,402 566,402 0 横浜市
社会福祉
施設等

公共施設再生可能エネル
ギー等導入事業

253,000 132.8 36

3
横浜市再生可能エ
ネルギー等導入推
進基金事業

民間施設再生可能エネル
ギー等導入推進事業

26,414 26,414 0 事業者等
福祉
避難所

民間施設再生可能エネル
ギー等導入推進事業

50,000 23.2 5 28,934 28,934 0 事業者等
福祉
避難所

民間施設再生可能エネル
ギー等導入推進事業

50,000 26.3 5

合計 600,000 600,000 0 335,000 155.4 43 600,000 600,000 0 303,000 159.1 41

※変更手続きの対象とならない事業費の２割以内の軽微な変更があった場合にも太字等で強調すること。

導入した再生
可能エネル

ギー等による
発電量
(kWh)

二酸化炭素
削減効果
(t-CO2)

箇所数
(か所)

特定
被災
地方
公共
団体

変更後

金額

実施主体 施設区分施設区分

事業番号 事業名 事業メニュー

変更前

合計

導入した再生
可能エネル

ギー等による
発電量
(kWh)

二酸化炭素
削減効果
(t-CO2)

箇所数
(か所)

（単位：千円）

事業内容

事業効果
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金額

実施主体 事業内容

事業効果

合計
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